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第 1 章　総則
第１章　総則

１．計画の目的

沖縄観光は、国内有数の広大な海域から構成される海洋島しょ圏として温暖な亜熱帯海洋性気候の
もと、豊かな自然環境や周辺諸国、地域との交流を重ね形成された独自の歴史文化を有効に活用し、
平成 30 年度（2018 年度）には観光客数が 1,000 万人を超えるなど順調に発展してきた。

本県のリーディング産業である観光産業は、観光客の県内消費・滞在による観光収入及び関連産業
への経済波及効果により、地域経済の活性化や県民の雇用創出など、直接的、間接的に県経済に大き
く貢献しており、観光産業の持続的発展を図ることは沖縄県の振興・発展にとって重要な施策のひと
つとなっている。

しかし、本県には毎年のように台風が襲来し自然災害のリスクを抱えていることや、2019 年末以
降全世界に影響を及ぼしている新型コロナウイルス感染症など、人々の交流を通して成長・発展する
観光産業は、自然災害のみならず様々な事象の影響を受ける特徴を有している。

本計画は、以下の観光危機管理体制を整備することにより安全・安心で快適な観光地としての沖縄
観光ブランドを構築し、「世界から選ばれる持続可能な観光地の形成」を図ることを目的とする。

・観光産業に負の影響を与える観光危機に対し、県、市町村、一般財団法人沖縄観光コンベンション
ビューロー（以下「OCVB」という。）、観光関連団体・事業者、県民等の各主体が、観光危機管理
の役割と行動を認識し、各主体が連携して対応できる体制

・危機への減災対策、危機に備えた定期的な訓練等の実施、危機発生時の観光客への的確な情報発信、
避難誘導・安全確保、帰宅困難者対策、危機発生後の風評被害対策、観光産業の早期復興・事業継
続支援等を迅速かつ確実に実施できる体制

・観光産業に影響を及ぼす様々な危機の被害を最小化するため、
① 平常時の減災対策（Reduction)
② 危機対応への準備（Readiness)
③ 危機への対応（Response）
④ 危機からの回復（Recovery）
の４段階（4R) において、県、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者及び県民が一体となって、
最善の対策を取ることができる体制

２．計画の性格

本計画は、沖縄観光の危機管理に関する総合的な計画であり、「新・沖縄 21 世紀ビジョン基本計
画」及び「第６次沖縄県観光振興基本計画」に基づき、観光危機管理対策の「基本方針」や「基本施策」
を明確にし、県民をはじめ、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等の各主体の自発的な活動の指針
となるものである。

また、「沖縄県地域防災計画」「沖縄県国民保護計画」「沖縄県感染症予防計画」などの危機管理関
係計画（以下「既存計画等」という。）で定める防災対策等の中で、観光分野に係る役割等を明確にし、
観光危機発生時の観光客の安全確保や、観光産業の早期復興・事業継続支援等について、既存計画等
に対策が示されている場合は、既存計画等に基づいて観光分野に係る対応を行うものとする。しかし、
具体的な対策が示されていない部分についてはそれを補完し、本計画に基づいてきめ細やかな対応を
行うものとする（図１）。
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３．沖縄観光の危機管理上の課題

( 1 )　地理的条件における課題
沖縄県は、日本本土から離れた島しょ県として広大な海域に 160 の島々を有し、沖縄本島と橋等で

連結されている 11 の島を除く 148 の島を「離島」と位置づけている。そのうち有人島は 47 島、無
人島は 113 島となっている。

島々の多様な魅力を楽しめる地理的環境は、観光産業の発展を図る上で有利に働くが、防災上、不
利な側面を有している。

具体的には、人や物の往来は空路と海路に頼らざるを得ない状況であることから、台風の襲来時に
は人流・物流ともに停止することとなり、小規模離島においては物資が不足する事態が起こるととも
に、航空機や船舶の運航停止により、県内各島々に滞在している多くの観光客が帰宅困難になること
が予測される。

また、沖縄本島中南部に密集する人口と那覇空港及び那覇港を起点に活動を始める観光客が、大規
模災害等の危機発生時には混在することから、交通対策や避難誘導、避難所等における食料の備蓄な
ど、防災上特別な配慮が必要となっている。

沖縄県地震被害想定調査（平成 27 年 3 月）では、沖縄観光の主要交通施設である空港や港湾、沿
岸部に位置する主な観光関連施設等が、沖縄県域で発生する地震・津波によって受ける被害が想定さ
れている（図２）。そのため、平常時から、観光関連施設の耐震化等の減災対策、観光危機発生時の観
光客への速やかで正確な情報発信、那覇空港などの施設等が使用不能となった場合の対応等の検討が
必要である。

図１　沖縄県観光危機管理計画の位置付け

沖縄県観光危機管理計画の位置付け

災害対策基本法 国民保護法

沖縄県観光危機管理計画

沖縄県観光危機管理対応マニュアル 観光危機管理計画・マニュアル等

等の関係法令 新・沖縄 21世紀ビジョン基本計画

法令等に基づく計画 第 6次沖縄県観光振興基本計画

沖縄県地域防災
計画

・上位計画を補完
・観光客と観光関連事業者を対象にした基本計画
・様々な危機を想定した対策

・県、市町村、OCVB、
   観光関連団体・事業者の役割、
   行動目標等

・市町村、OCVB、
   観光関連団体・事業者の役割等

沖縄県国民保護
計画 等の既存計画

各振興計画に基づく位置付け
・あらゆるリスクに対応する安全・安心な島づくり
・世界から選ばれる持続可能な観光地の形成
・安全・安心で快適な観光地域づくり
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( 2 )　社会的条件における課題

新型コロナウイルス感染症拡大前の平成 30 年度沖縄県入域観光客数は、1,000 万 4,300 人（うち
外国人観光客 300 万 800 人）と過去最高を記録し（図３）、「沖縄県観光振興基本計画」等で定めた
目標数値を前倒しで達成するなど好調な伸びを示していた。この人数を基準に算出（年間入域観光客
数 ÷365 日 × 平均滞在日数 3.59 日）すると、本県に滞在する観光客は 1 日平均約 10 万人、うち外
国人観光客は約 3 万人となる。そのため、観光危機発生時の避難誘導体制、避難施設、食料・飲料水
などの備蓄の確保、救助・救急・医療活動等については、県民のみならず観光客の言語や宗教、風習
等に配慮した対応が必要である。

また、平成 31 年 ( 令和元年 ) の旅行形態の推移をみると、本県を訪れる観光客は個人旅行者の割
合が約 6 割と（図４）なっており、レンタカーや公共交通機関等を利用して自由に活動しているもの
と考えられる。

このように、国内・海外からの観光客の多様な行動特性に応じて、多言語での観光危機管理情報の
発信、観光危機発生時の所在・安否の確認、安全な場所への避難誘導体制等の強化を図るとともに、
迅速な避難行動が困難と思われる高齢者・障がい者・外国人・乳幼児連れ・妊婦などの観光客（以下、

「要支援観光客」という。）に十分配慮した対応が必要である。そのためには、行政と民間が連携した
地域間、市町村間、県全体での広域的な危機管理体制を構築しなければならない。
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図３　入域観光客数と観光収入の推移（1972 ～ 2020）

図４　旅行形態の推移（H21 ～ R1）

出典：沖縄県観光要覧（令和２年版）

出典：令和元年度観光統計実態調査（沖縄県）

  
１１  沖沖縄縄観観光光のの推推移移  
（（１１））概概況況（（年年度度））  

※出所：観光客数は沖縄県「入域観光客統計」、観光収入は沖縄県「観光統計実態調査」 

※観光収入は、平成 17年度までは暦年の数値、平成 18年度以降から年度の数値となっている。 

※外国客には、特例上陸者を含む。 

1

沖縄訪問の旅行形態

11

 「個人旅行」の割合は、前年度から3.5％増加。
 「個人旅行」が伸びる一方、「フリープラン」型は減少傾向にある。

団体旅行
パッケージ旅行

フリープラン個人旅行

旅行形態 対前年度比較

旅行形態の推移
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図５　入域観光客数・観光収入の推移（S47 年～ R2 年度）

出典：令和２年度の観光収入【試算値】（沖縄県）

※外国客数が皆減のため、「(全体)観光客一人当たり県内消費額」と「国内客一人当たり消費額」は同額になっている

※「(全体)観光客一人当たりの県内消費額」は、令和２年10－12月期、令和３年１－３月期の国内客調査によるもの

【【ググララフフ】】

※令和２年度の観光収入は、令和元年度４－６月期、７ー９月期の消費単価を用いて算出した試算値

※観光収入は、平成17年までは暦年の数値、平成18年度以降から年度の数値となっている。

　　　（前年度比　－４，５６２億４，５００万円、　－６４．７％　 )

（（全全体体））観観光光客客一一人人当当たたりり県県内内消消費費額額 ９９９９，，９９５５６６円円

　　　（前年度比　＋　２５，５３１円、　＋　３４．３％　　）

令令 和和 ３３ 年年 1100 月月 2266 日日 （（ 火火 ））

沖沖 縄縄 県県 文文 化化 観観 光光 スス ポポ ーー ツツ 部部
観観 光光 政政 策策 課課

令令和和２２年年度度のの観観光光収収入入【【試試算算値値】】

【観光収入】
　観光収入は、アンケート調査により推計した四半期毎の観光客一人当たりの消費額×入域観光客数で算出
される観光消費（支出）額全体のことを表しています。

【試算方法】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、国内客の令和２年４－６月期、７－９月期の調査及び外国客の
令和２年度（４－３月）調査を中止しています。このため、調査を実施できなかった期間については、前年
同期の一人当たりの消費額を用いて、観光収入を試算しています。
　なお、令和２年度（10－12月期、１－３月期）の国内客への調査は、新型コロナウイルス感染予防のた
め、これまでの調査員による調査から、QRコードを活用した調査方式に変更して実施しています。

○○観観光光収収入入 （（試試算算値値））２２，，４４８８５５億億円円

・・入入域域観観光光客客数数 ２２５５８８万万３３，，６６００００人人

（前年度比　－６８８万５，６００人、　－７２．７％　 ）

■　一人当たり消費額については、国内客が99,956円となり、対前年比で25,531円の増、率
にして34.3%の増加となっており、年度での統計をはじめた平成18年度以降で最も高い水準
となった。

■　観光収入は、新型コロナウイルス感染症等の影響により入域観光客数が大きく減少した
ことに伴い、試算で2,485億円となり、前年度比で4,562億4,500万円の減、率にして64.7％
の大幅な減少となった。年度での統計をはじめた平成18年度以降で最も低い水準となってお
り、減少額、減少率ともに過去最大となった。
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( 3 )　新型コロナウイルス感染症について
世界的な新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて実施された諸外国から日本への入国制限

措置や、全国的な緊急事態宣言などにより、令和２年度の入域観光客数は、258 万 3,600 人と前年度
比で 688 万 5,600 人の減、率にして 72.7% の減少。令和２年度の観光収入は、試算で 2,485 億円と
なり、前年度比で 4,562 億 4,500 万円の減、率にして 64.7％の大幅な減少となった（図５）。

これまで観光立県として順調に観光収入や雇用を増やしてきた観光産業にとって非常に深刻な影
響が及んでいることから、県や市町村では、空港における水際対策、域内需要喚起策、雇用維持や事業
継続のための様々な支援策を行ってきた。

新型コロナウイルス感染症の影響（図６）により落ち込んだ本県経済への対策を講じるため、県で
は、令和２年５月に「新型コロナウイルス対策に係る沖縄県の経済対策基本方針」を策定した。令和
２年 11 月の改訂では、感染症の再拡大の波が繰り返し発生することを想定し、それぞれのフェーズ
に応じて必要な対策を重層的に進めることを盛り込み、感染症の動向を見据えつつ、経済的損失を最
小化し、経済回復を図るための対策を切れ目なく進めることとした。

新型コロナウイルス感染状況に対応した出口戦略ロードマップでは、全ての産業の基盤となる事業
継続と雇用維持を図るため、資金繰り支援や県独自の雇用継続助成金事業を実施することに加え、繰
り返し発生する感染拡大の波に応じた経済対策について、それぞれのフェーズを組み合わせて重層的
に講じることとしている。

また、令和３年 12 月には、感染対策の徹底やワクチン接種の推進を前提とし、感染防止対策と経済
活動の回復に向けた取組の両立を図ることや感染症の収束を見据えつつ、本県経済の回復に向けた出
口戦略の取組を着実に進めることを目的に、同方針を改訂している。
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図６　新型コロナウイルス感染症の経過

出典： 陽性者数： 沖縄県保健医療部感染症対策課　確定日別陽性者数
　　　入域者数： 沖縄県文化観光スポーツ部 , 令和 3 年度上半期入域観光客統計概況
　　　労働力人口、失業率等： 沖縄県企画部統計課、労働力調査

新型コロナウイルス感染症が県経済に深刻な影響を及ぼしている中、令和３年の完全失業率は、
3.7％で前年比 0.4 ポイント上昇となったものの、平成 29 年並の水準に留まっている（図７）。また、
東京商工リサーチの県下企業整理倒産状況によると、令和２年度の沖縄県内における負債総額 1,000
万円以上の倒産件数は 40 件（うち、コロナ倒産は 11 件）と過去最少となっていることから、県の域
内需要喚起策や資金繰り支援、雇用調整助成金の上乗せ助成等の経済対策については一定の効果が見
られる。
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沖 縄 県 （単位：千人・％・ポイント）
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H26 1172 682 645 27 618 37 490 58.2 5.4

H27 1178 700 664 27 637 36 478 59.4 5.1
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R1 1206 746 726 29 697 20 459 61.9 2.7

R2 1213 753 727 25 703 25 459 62.1 3.3
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図７　年別・完全失業率の推移（H22 ～ R3）

出典： 沖縄県企画部統計課、労働力調査

新型コロナウイルス感染症への対応等の検証の結果、観光危機管理上の課題として以下の点が挙げ
られる。

・防疫対策と経済対策のバランスの確保や、県民及び観光客に対する正確な情報発信と周知活動
・裾野の広い観光関連産業に対する支援
・県と市町村の経済対策（需要喚起策など）に関する連携した施策展開

これらの課題を踏まえ、今後、発生し得る新たな感染症等健康危機に備え、情報共有や経済対策の
効果的な連動などを目的とした県と市町村との密な連携、近接する市町村間での連携強化、医療機関
や観光関連団体・事業者との連携、財源の確保などが必要である。また、それらの取組を県民や観光
客に十分に理解してもらえるよう各種メディアを活用した情報発信と周知活動など、様々な想定の下
で多岐にわたる危機対応に備える必要がある。

４．「観光危機」及び「観光危機管理」の定義

( 1 )　観光危機の定義
観光危機とは、沖縄県内又は外国を含む県外で発生した自然災害や感染症、航空機・船舶事故など

の回避することのできない災害・事故・事件等により、観光客や観光産業に甚大な被害をもたらし、
その発生から対応までを限られた時間と不確実な状況の下で意思決定をしなければならない危機や
風評被害等をいう。

( 2 )　観光危機管理の定義
観光危機管理とは、観光客や観光産業に甚大な被害をもたらす観光危機を予め想定し、被害を最小

化するための減災対策、危機に備えた計画やマニュアルの策定、定期的な訓練を実施し、観光危機発
生時における観光客への情報発信、避難誘導・安全確保、帰宅困難者対策等の迅速な対応、観光危機
発生後の風評被害対策、観光産業の早期復興・事業継続支援等を組織的かつ計画的に行うことをいう。

( 3 )　観光危機管理の対象と概況
本計画における対象は以下のとおり。
① 観光客
② 観光関連事業者
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「観光客」及び「観光関連事業者」の本計画における定義は以下のとおりとする。
「観光客」
観光を目的とした来訪者だけではなく、ビジネス、その他の目的のため、日常生活圏を離れて滞在

する土地勘がない人々（県民を含む）をいう。
「観光関連事業者」
宿泊事業者（教育旅行民泊事業者を含む）、旅行業者、航空会社、旅客船事業者、貸切バス事業者、レ

ンタカー事業者、ハイヤー・タクシー事業者、観光施設、文化施設、テーマパーク、アクティビティ事
業者、MICE 関連事業者、リゾートウェディング事業者、飲食店、土産品店等をいう。

また、本計画は、以下に定める各主体の自発的な活動指針となるものである。
① 県
② 市町村
③ OCVB
④ 観光関連団体・事業者
⑤ 県民
災害等の危機発生時に、土地勘がなく避難場所や避難方法が分からない観光客や、言葉が通じない

外国人観光客など、支援が必要な観光客の生命、身体を守り、無事に帰宅するまで安全を確保するこ
とは、「世界から選ばれる持続可能な観光地の形成」を目指す上で重要な要素となっている。

また、沖縄県のリーディング産業である観光産業を守ることは、一日も早い沖縄経済の復興につな
がることから、事前に十分備えておくことが必要である。

沖縄観光の強靭性を高めるために、平常時の連携を含め官民一体となり、４R に沿った取組を進め
るとともに、様々な観光危機を想定した定期的な訓練の実施、訓練に則した計画やマニュアルの見直
しなど、県民も含め地域全体で観光危機管理の促進を図ることが重要である。

５．想定する観光危機

本計画において想定する観光危機は、沖縄観光に直接的・間接的（風評被害を含む）に影響を与え
ると考えられる次に掲げる災害・危機をいう。

( 1 )　自然災害・危機
地震、津波、台風や大雨による洪水・高潮・土砂災害・風害（竜巻を含む）等

( 2 )　人為災害・危機
ホテル等の大規模火災、大規模交通・鉄軌道・航空機・船舶事故、大規模停電、広範囲な通信障害、

原子力災害（原子力艦等）、不発弾、武力攻撃、テロ、ハイジャック、凶悪犯罪など、人為的な要因で起
こる災害・危機、また、SNS・報道などによる風評被害 等

( 3 )　健康危機
新型コロナウイルスや新型インフルエンザ等の感染症、大規模食中毒、有毒生物（感染症を媒介す

る蚊、ヒアリ等の強毒性の外来種）の異常発生 等
なお、一般に「健康危機」とは、生命及び健康に広範かつ重大な危害が生じ、又は生じる恐れがある

緊急の事態を想定し、上記のほか、薬物劇物中毒や薬害、化学剤によるテロ、核物質による災害を含む。
ただし、本計画では、テロは（２）人為災害・危機に含め、化学物質の流出事故による中毒等は、次の

（４）環境危機に含むものとし、薬害、核物質による災害は対象としない。
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( 4 )　環境危機

大気汚染、海洋汚染（タンカー油流出事故）、大量の海岸漂着物、化学物質等を含む環境汚染物質の
流出 等

( 5 )　県外で発生した災害・危機
県外で発生した（１）から（４）の災害・危機で沖縄観光に影響を与える観光危機、主要市場にお

ける急激な経済変動、主要市場発着航空便の長期にわたる運航休止・減便、他国との外交摩擦、紛争 
等

想定される観光危機は、関連する主な既存計画等との関係で次のとおり整理される（表１）。
想定される観光危機発生時の観光危機管理対策は、既存計画等で対応が定められている場合は、当

該既存計画等に基づき観光分野に係る対応を行うものとし、既存計画等で定められていない場合に
は、本計画により対応を行うものとする。

表１　想定する観光危機と関連する主な既存計画

想定する観光危機 詳細 関連する主な既存計画等

①　自然災害・危機 地震・津波、台風や大雨による洪水・高潮・土砂災害・
風害（竜巻を含む） 等

沖縄県地域防災計画、沖縄県危機管理
指針 等

②　人為災害・危機 ホテル等の大規模火災、大規模交通・鉄軌道・航
空機・船舶事故、大規模停電、広範囲な通信障害、
原子力災害（原子力艦等）、不発弾、武力攻撃、テロ、
ハイジャック、凶悪犯罪など、人為的な要因で起
こる災害・危機、また、SNS・報道などによる風評
被害 等

沖縄県地域防災計画、沖縄県国民保護
計画、沖縄県危機管理指針 等

③　健康危機 新型コロナウイルスや新型インフルエンザ等の感
染症、大規模食中毒、有毒生物（感染症を媒介
する蚊、ヒアリ等の強毒性の外来種）の異常発生　
等

沖縄県感染症予防計画、沖縄県結核予
防計画、沖縄県新型インフルエンザ等
対策行動計画、 沖縄県健康危機管理対
策要綱 等

④　環境危機 大気汚染、海洋汚染（タンカー油流出事故）、大量
の海岸漂着物、化学物質等を含む環境汚染物質の
流出 等

大気汚染に係る環境基準（PM2.5 を
含む微小粒子状物質、光化学オキシダ
ント等）注意喚起対応マニュアル、水
質汚濁に係る環境基準対応マニュアル　
等

⑤　県外で発生した
　　災害・危機

県外で発生した①から④の災害・危機で沖縄観光
に影響を与える観光危機、主要市場における急激
な経済変動、主要市場発着航空便の長期にわたる
運行休止・減便、他国との外交摩擦、紛争 等

沖縄県観光危機管理計画 等
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６．基本方針

観光産業は本県のリーディング産業であり、県内・県外で発生する観光危機による観光客の急激な
減少は、観光関連事業者の事業継続や、従業員の雇用環境に影響を与えるとともに、県内各地域の活
性化や県経済にも直接的、間接的なダメージを及ぼす。このため、観光危機管理においては、これま
での観光危機の経験と教訓を踏まえ、行政と民間が一体となり、観光危機発生時に迅速かつ確実に対
応できる実行力のある観光危機管理体制を強化する。取り組みにあたっては、危機による被害を最小
化する「減災」の考え方に基づき、観光関連事業者や観光客等の人命を守り、観光産業への被害がで
きるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わせることが重要である。

観光危機管理対策には、時間の経過とともに「平常時の減災対策（Reduction)」「危機対応への準
備（Readiness)」「危機への対応（Response)」「危機からの回復（Recovery）」の４段階（４R）が
あり、それぞれの段階において、県をはじめ、国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者及び県民が
一体となり、最善の対策をとることが被害の軽減につながる（図８）。

各段階における基本方針は、以下のとおりである。

観光危機管理における 4R
危機後

観光危機
管理対策
(4R) 

危機からの
回復

（Recovery）

危機への
対応

（Response）

危機対応への
準備

（Readiness）

平常時の
減災対策

（Reduction）

・観光復興施策の企画・実施
・観光産業の事業継続支援
・域内需要喚起策等の実施
・観光復興プロモーション 等

危機発生時

・観光危機管理体制の設置
・クライシス・コミュニケーション
の推進
・観光危機情報の収集・発信
・避難誘導、安否確認
・帰宅困難者対策
・救助・救急・医療活動、備蓄の供給
・風評被害対策 等

・観光危機情報伝達体制の整備
・観光関連施設の耐震化促進
・避難誘導標識、防災マップ等の
設置
・観光危機管理知識の普及・啓発
等

平常時の対策

危機発生前

危機の発生

・観光危機管理計画・BCP（事業継続
計画）・マニュアル策定
・危機対応・避難誘導訓練等の実施
・観光危機情報の伝達手段の多様化
・要支援観光客対応・支援、備蓄
・新たな財源の検討 等

図８　観光危機管理における４R
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７．基本計画

( 1 )　平常時の減災対策（Reduction)
観光客や観光産業に甚大な被害をもたらす観光危機を予め想定し、観光危機による影響を低減する

ため、危機に強く世界から選ばれる魅力ある安全・安心で快適な観光地づくりを目指し、多言語対応
の避難誘導標識等の設置、安全対策の充実・強化、観光危機管理知識等の普及・啓発などの施策を推
進する。

〈主な取組〉
① 観光危機情報を迅速かつ確実に発信する伝達体制の整備
② 観光関連施設の耐震化促進等の安全・安心で快適な観光地づくり
③ 多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設置促進による安全対策の充実・強化
④ 地域住民や観光関連団体・事業者等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等の普及・啓発、

指導者等の育成、観光危機管理担当者の配置　等

( 2 )　危機対応への準備（Readiness)
観光危機発生時における対策等を予め検討し、観光客の安全確保や観光産業への影響の低減を図る

観光危機管理計画等及びマニュアルの策定促進、地域全体で取り組む危機対応・避難誘導訓練の定期
的な実施、要支援観光客への支援体制の強化等の施策を推進する。

〈主な取組〉
① 市町村や OCVB、観光関連団体・事業者における観光危機管理計画・マニュアル・BCP( 事業継続

計画 ) 等の策定・見直し等の促進
② 観光関連事業者等における定期的な危機対応・避難誘導訓練等の実施
③ 観光客や観光関連事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強化
④ 要支援観光客への対応・支援体制の強化
⑤ 観光客に配慮した避難施設、資機材、食料・飲料水、衛生用品などの備蓄の充実・強化
⑥ 観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくりと新たな財源の検討 等

( 3 )　危機への対応（Response)
観光危機発生時に、観光客や観光産業への被害や影響を低減するための観光危機管理体制の設置、

関係機関と連携した情報収集・発信体制の強化、観光客の安全かつ確実な避難誘導・安否確認、帰宅
困難者対策、救助・救急・医療活動、備蓄、風評被害対策等の施策を推進する。

〈主な取組〉
① 観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置
② 観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス・コミュニケーションの推進
③ 迅速かつ確実な観光危機情報の収集・共有・発信、通信手段の確保等の活動体制の強化
④ 観光客の安全かつ確実な避難誘導・安否確認
⑤ 帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者への対応
⑥ 被災した観光客に対する救助・救急・医療活動等の連携強化
⑦ 避難した観光客への食料・飲料水、衛生用品及び生活必需品等の備蓄の調達と供給
⑧ 観光危機や観光産業への影響に関する迅速かつ正確な情報収集・発信等による風評被害対策　等
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( 4 )　危機からの回復（Recovery)

観光危機後の観光産業の早期復興・事業継続支援体制の設置、観光客の誘致に向けたプロモーショ
ン活動等や、風評被害対策、融資・雇用継続支援、域内需要喚起策等の施策を推進する。

〈主な取組〉
① 観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続に向けた体制の設置 
② 観光産業の早期復興を図るための施策等の企画・実施、国内・海外の関係機関との連携強化
③ 観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーション活動等の実施
④ 観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風評被害対策
⑤ 観光産業の早期復興・事業継続を図るための緊急融資支援等の実施
⑥ 観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続支援の実施
⑦ 観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の実施 等
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第２章　観光危機管理体制

１．観光危機管理体制の整備

観光危機管理の組織体制は、「沖縄県地域防災計画」などの既存計画で組織体制が定められている
場合、又は、危機対応に当たって全庁的な組織体制が設置される場合には、「災害対策本部」などの当
該組織体制のもと、観光所管部局として対応を行う。

なお、その場合における観光危機管理は、当該組織体制のもと示される対処方針に基づき対応する
が、当該対処方針に対策が示されていない項目については、本計画や対応マニュアルが対処方針等を
補完して対応を行う。

通常、自然災害、人為災害、健康危機、環境危機の場合は、法令や計画等に基づき、災害対策本部な
どの全庁的な組織体制が構築されるが、県外や海外で発生した災害などの場合は、全庁的な組織体制
が構築されないことが想定されることから、文化観光スポーツ部を主体とした観光危機管理体制（表
２）を必要に応じて設置し、本計画や対応マニュアルに則った対応を行う（図９）。

想定される観光危機の発生（または発生のおそれがある場合）

災害対策本部等
（全庁的な組織体制）

観光危機管理対策本部
（文化観光スポーツ部）

自然災害・危機 人為災害・危機 健康危機

対処方針等

情報連携等
（道路の被害状況等）

情報収集・発信等
（避難施設の状況等）

情報収集・発信等
（観光施設の被害状況等）

情報収集・発信等
（観光客及び観光産業の状況等）

情報収集・発信等
（観光施設営業状況等）

情報収集・発信等
（観光客の安否確認等）

情報収集・発信等
（観光客の安否確認等）

観光危機管理対策の実施
（文化観光スポーツ部）
※本計画は補完的な役割

本計画等に基づく観光危機管理
体制により、観光危機管理対策
を実施

環境危機 県外で発生した
災害・危機

全庁的な対策本部等の体制が設
置されない場合で、かつ、観光
危機管理対応が必要な場合

危機
発生

危機
発生

沖
縄
県

関
係
機
関

国
OCVB

観光関連団体

観光関連事業者

避難施設（観光客等） 宿泊・観光施設（観光客等）

市町村

図９　観光危機発生時の観光危機管理体制フロー図



14

第２章　観光危機管理体制
２．観光危機管理の配置体制

全庁的な対策本部等の組織体制が設置されていない場合で、かつ、観光危機管理対応が必要な場合
に、観光危機の状況及び推移等によって次の管理体制を設置する（表２）。

また、観光危機管理体制の設置にあたっては、OCVB との役割及び連携を密にし、国、市町村、観光
関連団体・事業者と連携して、官民一体となった観光危機管理対策を行う。

観光客や観光産業への影響が長期化する観光危機については、本計画で定める観光危機管理体制に
関わらず、観光産業への支援を所管する新たな課やプロジェクトチームを設置するなど、刻一刻と変
化する観光危機の状況に応じて柔軟な対応を行う。

表２　観光危機発生時の観光危機管理体制

区　分 観光危機管理体制 主な取組

観光危機発生時

危機の度合い

対策本部

観光客の生命、身体に重
大な被害が生じ、若しくは
生じる恐れのある場合、又
は、観光産業の事業継続に
重大な支障が生じ、若しく
は生じる恐れのある場合
に設置する。

◆危機対応方針の策定及び共有
◆状況に応じて国への協力・支援依頼の実施
◆観光客及び観光産業の被害情報の収集・分析・共有の

実施
◆観光客への情報発信、避難誘導・安全確保、帰宅困難者

対策の実施
◆マスコミなどメディアを活用した正確な情報発信
◆観光産業の早期復興・事業継続支援等の実施　等
⇒【連携先】国・市町村・OCVB・観光関連団体・観光関連
　　　　　   事業者・マスコミ等メディア

警戒本部

観光客の生命、身体に相
当程度の被害が生じ、若し
くは生じる恐れのある場
合、又は、観光産業の事業
継続に相当程度の支障が
生じ、若しくは生じる恐れ
があり、その危機の程度が
対策本部を設置するに至
らない場合に設置する。

◆観光客及び観光産業の被害情報の収集・分析・共有の
実施

◆状況に応じた観光客への情報発信、避難誘導・安全対
策、帰宅困難者対策の実施

◆マスコミなどメディアを活用した正確な情報発信
◆観光産業の早期復興・事業継続支援の実施　等
⇒【連携先】国・市町村・OCVB・観光関連団体・観光関連
　　　　　  事業者・マスコミ等メディア

準備体制

観光危機の状況及び推
移等によっては、観光客及
び観光産業に甚大な被害
をもたらす可能性がある
場合に設置する。

◆観光危機の状況及び推移等の監視
◆観光危機情報の収集、分析および共有　等
⇒【連携先】危機に応じた関係機関・OCVB

★体制設置後は速やかに関係機関に周知、今後の見通しを共有する。
★情報収集体制の構築、情報発信の一元化を図り、マスコミ等メディアを介し正確な情報発信を行う。

強

弱
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３．配備職員の参集基準等

( 1 )　県は、観光危機が発生し、又は発生する恐れがある場合の初期対応に万全を期し、観光危機に対
応するために必要な職員を迅速に確保できる体制を整備する（表３）。

( 2 )　県は、観光危機が発生した場合において、当該危機の状況及び推移等に応じて速やかに対応する
ため、必要に応じて、職員による当直体制を整備するなど 24 時間対応可能な体制の確保に努める。

　　　 なお、職員の生命等安全の確保をした上で対応に当たる。
( 3 )　観光危機管理体制の構成員等は、常時、参集時の連絡手段として携帯電話等を携行し、電話・メー

ル等による連絡手段を確保する。また、危機時における通信障害等を想定した連絡手段についても、
事前に取り決めておく。

( 4 )　観光危機管理体制の構成員等が、交通の途絶、被災などにより参集が困難な場合も想定し、参集
予定職員の次席の職員をあらかじめ代替職員として定める（表４、表５）。また、安全に配慮した移
動手段の確保など事態の状況に応じた職員の参集手段を確保する。

表３　観光危機管理の配備体制

観光危機管理体制 配備体制

対策本部
対策本部構成員、観光政策課及び観光担当課の指定された職員が参集 
※構成員は、発生する観光危機に応じて参集する。

警戒本部
警戒本部構成員、観光政策課及び観光担当課の指定された職員が参集 
※構成員は、発生する観光危機に応じて参集する。

初動・準備体制 観光政策課及び観光振興課の指定された職員が参集

表４　対策本部構成員及び代替職員

構成員名 代替職員（第１順位） 代替職員（第 2 順位）

本部長 文化観光スポーツ部長 観光政策統括監 観光政策課長

副本部長 観光政策統括監 観光政策課長 観光振興課長

本部員

観光政策課長 観光政策課副参事等 観光政策課総務班長

観光振興課長 観光振興課副参事等 観光振興課受入推進班長

関係課長等 関係課副参事等 関係課班長

※「関係課」とは、「沖縄県観光危機管理対策本部設置要綱」で定める構成員（課）をいう。
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表５　警戒本部構成員及び代替職員

構成員名 代替職員（第１順位） 代替職員（第 2 順位）

本部長 観光政策統括監 観光政策課長 観光振興課長

副本部長
観光政策課長
観光振興課長

観光政策課副参事等
観光振興課副参事等

観光政策課総務班長
観光振興課受入推進班長

本部員
観光担当課長 観光担当課班長 観光担当課職員等

関係課副参事等 関係課班長等 関係課職員等

※「関係課」とは、「沖縄県観光危機管理警戒本部設置要綱」で定める構成員（課）をいう。

４．基本的配備要員計画

初動・準備体制、観光危機管理警戒本部体制及び同対策本部体制の配備に必要な要員の基本的な数
は、次表のとおりとする（表６）。観光危機及び状況に応じて、初動・準備体制が設置された場合は担
当課等担当者、観光危機管理警戒本部体制又は同対策本部体制が設置された場合には、各本部長の判
断により増員等することができる。

表６　準備、警戒本部及び対策本部体制における配備に必要な要員数

役割 担当課等
初動・

準備体制
警戒

本部体制
対策

本部体制

総括 観光政策課 総務班 １ ２ ２

情報収集・伝達 観光振興課 受入推進班 １ ２ ２

帰宅対策
観光振興課 観光資源班 － １ ２

MICE 推進課　施設整備班 － １ ２

復興企画 観光政策課　観光文化企画班 － １ ２

復興推進

観光振興課　誘致企画班 － １ ２

MICE 推進課　MICE リゾート班 － １ ２

 観光事業者等支援課　事業継続支援班 － １ ２

要員数合計 ２ 10 16
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５．観光危機対応のための基本組織

( 1 )　観光危機管理対策本部
①　観光危機管理対策本部の基本的な組織編成は、図 10 のとおりとする。
②　対策本部に対策本部会議を置く。対策本部会議は、対策本部長（文化観光スポーツ部長）、対策

副本部長（観光政策統括監）及び表７に掲げる対策本部員をもって構成し、観光危機管理対策の
基本的事項について協議決定する。

③　対策本部に係る各課、各班の役割及び事務分掌は表８のとおりとする。
④　対策本部は、原則として、全庁的な組織体制が設置されない場合で、かつ、観光客の生命、身

体に重大な被害が生じ、若しくは生じる恐れのある場合、又は、観光産業の事業継続に重大な支
障が生じ、若しくは生じる恐れのある場合に設置する。

⑤　対策本部は、原則として、文化観光スポーツ部内に設置する。
⑥　観光危機による被害の程度が対策本部を設置するに至らないときは、必要に応じて警戒本部を

設置する。
⑦　対策本部長は、観光危機管理対策を的確かつ迅速に実施するために必要があると認めるときは、

観光関連団体・事業者及びその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要
な協力を求めることができる。

⑧  対策本部長が不在又は連絡不能で、特に緊急の決定を行う必要がある場合においては、次の順位
により所定の決定権者に代わって決定を行うこととし、代理者は速やかに所定の決定権者にこれ
を報告するものとする。

　 １文化観光スポーツ部長→２観光政策統括監→３観光政策課長→４観光振興課長
⑨　観光危機に対する諸対策について方針を決定しその実施を推進するため、対策本部長は副本部

長及び本部員を招集し、対策本部会議を開催する。
⑩　対策本部は、観光危機の種類、規模及び状況等によって、「４　基本的配備要員計画」の配備体

制をとる。
⑪　対策本部を設置したときは、観光政策課総務班長は、国、市町村、OCVB に対し、電話、ＦＡ

Ｘ又は電子メール等で通知するとともに、本部構成員に対して庁内電話、庁内ＬＡＮ等迅速な方
法で通知するものとする。併せて、適宜、報道機関を通じて公表するとともに、ウェブサイトに
対策本部設置の通知文等を掲示し広く周知する。

⑫　観光危機が解消したと認められるとき、観光危機への対策が概ね完了したと認められるときは、
対策本部を廃止する。なお、対策本部を廃止したときは⑪の要領により通知等を行う。
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対策本部会議

対策本部付

総括

復興推進

本 部 長　文化観光スポーツ部長
　　　　　（観光政策統括監）

副本部長　観光政策統括監
　　　　　（観光政策課長）
　　　　　（観光振興課長）

本 部 員　表７に掲げる者

OCVB 会長

情報収集・伝達

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　受入推進班長

担当課長
　観光政策課長
担当班長
　総務班長

復興企画

担当課長
　観光政策課長
担当班長　
　観光文化企画班長

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　誘致企画班長

帰宅対策

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　観光資源班長

担当課長
　MICE 推進課長
担当班長
　施設整備班長

担当課長
　MICE 推進課長
担当班長
　MICE リゾート班長

担当課長
　観光事業者等支援課長
担当班長
　事業継続支援班長

図 10　観光危機管理対策本部

※対策本部会議の（　）内は、本部長又は副本部長代理
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( 2 )　観光危機管理対策本部員

表７　観光危機管理対策本部員

本部員

【文化観光スポーツ部】
観光政策課長、観光振興課長、MICE 推進課長、観光事業者等支援課長

【知事公室】
広報課長、基地対策課長、防災危機管理課長

【企画部】
交通政策課長、地域・離島課長

【環境部】
環境保全課長

【子ども生活福祉部】
消費・くらし安全課長

【保健医療部】
医療政策課長、感染症総務課長、衛生薬務課長

【商工労働部】
産業政策課長、中小企業支援課長、雇用政策課長

【土木建築部】
道路管理課長、海岸防災課長、港湾課長、空港課長、都市計画・モノレール課長、建築
指導課長
※　対策本部長は、観光危機の状況に応じて、必要な範囲の本部員を招集する。
※　対策本部長は、必要に応じて対策本部会議に本部員以外の者の出席を求めることが
　　できる。



20

第２章　観光危機管理体制
表８　観光危機管理対策本部　各課の事務分掌

担当課長 担当班長 事務 分掌事務

観光政策
課長

観光政策課
総務班長

総括 １　対策本部の設置及び廃止に関すること。
２　対策本部､ 他の災害本部及び行政関係機関との連絡調整に

関すること。
３　各班の分掌事務の調整に関すること。
４　被害状況の総括に関すること。
５　対策本部の庶務に関すること。

観光政策課 
観光文化企画
班長

復興企画 １　観光復興施策等の企画 • 実施に関すること。
２　観光産業の早期復興 • 事業継続支援策に関すること。
３　観光産業の復興に向けた関係機関との連絡・調整に関する

こと。

観光振興
課長

観光振興課 
受入推進班長

情報収集・
伝達

１　観光客及び観光産業の被害状況等の情報収集・共有に関す
ること。

２　観光客への情報提供等に関すること。
３　観光施設の災害応急対策及び被害調査に関すること。
４　観光関連団体 • 事業者との連携調整に関すること。

観光振興課 
誘致企画班長

復興推進 １　観光復興プロモーション活動等の企画・実施に関すること。
２　関係部局、国、市町村、観光団体・事業者と連携した各種誘客

施策の実施に関すること。
３　観光産業の復興に向けた域内需要喚起策の実施に関するこ

と。

観光振興課 
観光資源班長

帰宅対策 １　観光客の所在及び安否確認に関すること。
２　帰宅困難となり滞留した観光客の情報集約及び帰宅困難者

対策に関すること。
３　帰宅困難者対策に関わる運輸をはじめとする関係機関との

連絡 • 調整に関すること。
４　外国人観光客の帰宅困難者対策に関わる関係機関との連

絡・調整に関すること。

MICE 
推進課長

MICE 推進課
MICE リゾー
ト班長

復興推進 １　MICE 復興プロモーション活動等の企画 • 実施に関するこ
と。

２　関係部局、国、市町村、観光団体 • 事業者と連携した各種
MICE 施策の実施に関すること。

MICE 推進課
施設整備班長

帰宅対策 １　帰宅困難者の避難場所等の確保に関すること。 
２　帰宅困難者の県外・国外への輸送のための待機場所等の確

保に関すること。
３　各課の所掌する事務の技術的なサポートに関すること。

観光事業者
等支援課長

事業継続支援
班長

復興推進 １　観光関連事業者の事業継続支援の企画 • 実施に関すること。
２　観光関連事業者の事業継続支援に関すること。
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( 3 )　観光危機管理警戒本部

①　観光危機管理警戒本部の基本的な組織編成は、図 11 のとおりとする。
②　次を除く警戒本部に関する事項は、対策本部の例によるものとする。
③　警戒本部に警戒本部会議を置く。警戒本部会議は、警戒本部長（観光政策統括監）、警戒副本部

長（観光政策課長及び観光振興課長）及び表９に掲げる警戒本部員をもって構成し、観光危機管
理対策の基本的事項について協議決定する。

④　警戒本部は、対策本部を設置するに至らない場合において、原則として、全庁的な組織体制が
設置されない場合で、かつ、観光客の生命、身体に相当程度の被害が生じ、若しくは生じる恐れ
のある場合、又は、観光産業の事業継続に相当程度の支障が生じ、若しくは生じる恐れのある場
合に設置するものとする。

⑤　警戒本部長が不在又は連絡不能で、特に緊急の決定を行う必要がある場合においては、次の順
位により所定の決定権者に代わって決定を行うこととし、代理者は速やかに所定の決定権者にこ
れを報告するものとする。

　 １観光政策統括監→２観光政策課長→３観光振興課長



22

第２章　観光危機管理体制

警戒本部会議

対策本部付

総括

本 部 長　観光政策統括監
　　　　　（観光政策課長）
　　　　　（観光振興課長）
副本部長　観光政策課長
　　　　　（観光政策課副参事）
　　　　　（観光政策課総務班長）
　　　　　観光振興課長
　　　　　（観光振興課副参事）
　　　　　（観光振興課受入推進班長）
本 部 員　表９に掲げる者

OCVB 事務局長

情報収集・伝達

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　受入推進班長

担当課長
　観光政策課長
担当班長
　総務班長

復興企画

担当課長
　観光政策課長
担当班長　
　観光文化企画班長

帰宅対策

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　観光資源班長

担当課長
　MICE 推進課長
担当班長
　施設整備班長

図 11　観光危機管理警戒本部

※警戒本部会議の（　）内は、本部長又は副本部長代理

復興推進

担当課長
　観光振興課長
担当班長
　誘致企画班長

担当課長
　MICE 推進課長
担当班長
　MICE リゾート班長

担当課長
　観光事業者等支援課長
担当班長
　事業継続支援班長
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( 4 )　観光危機管理警戒本部員

表９　観光危機管理警戒本部員

本部員

【文化観光スポーツ部】
　観光政策課長、観光振興課長、MICE 推進課長、観光事業者等支援課長

【知事公室】
　広報課担当班長、基地対策課副参事又は主幹、防災危機管理課副参事又は担当班長

【企画部】
　交通政策課担当班長、地域・離島課副参事又は担当班長

【環境部】
　環境保全課担当班長

【子ども生活福祉部】
　消費・くらし安全課副参事又は担当班長

【保健医療部】
　医療政策課担当班長、感染症総務課担当班長、衛生薬務課担当班長

【商工労働部】
　産業政策課副参事又は担当班長、中小企業支援課担当班長、雇用政策課副参事又は
　担当班長

【土木建築部】
　道路管理課副参事又は担当班長、海岸防災課担当班長、港湾課副参事又は担当班長、
　空港課担当班長、都市計画・モノレール課室長又は担当班長、建築指導課担当班長
※　警戒本部長は、観光危機の状況に応じて、必要な範囲の本部員を招集する。
※　警戒本部長は、必要に応じて警戒本部会議に本部員以外の者の出席を求めること
　　ができる。
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６．平常時の体制

情報収集、分析、各種対策等を検討し、沖縄県及び OCVB が観光危機管理を適切に実行するため、
文化観光スポーツ部観光政策統括監は、必要に応じて次に定める沖縄県観光危機管理連絡会議（以
下、「連絡会議」という。）を開催する。

文化観光スポーツ部観光政策課、観光振興課及び OCVB の職員等は、日常職務を通じて得られる観
光危機関連情報等に留意し、適宜、その状況を直属の上司等へ報告する。併せて、関係者との情報共
有に努めるものとする。

観光政策課長又は観光振興課長は、観光危機の状況及び推移等によって県による組織的な危機対応
が必要になると思慮するときは、観光客及び観光産業への影響に関する情報を収集、分析及び共有す
る取組を強化するとともに、必要に応じて連絡会議の開催を求め、警戒本部等の組織体制の設置等に
ついて調整・確認を行うものとする。

( 1 )　沖縄県観光危機管理連絡会議
連絡会議は、観光政策統括監、観光政策課長、観光振興課長、OCVB 事務局長及び観光政策統括監が

必要と認める者をもって組織する。
平常時は、連絡会議を必要に応じて開催し、観光危機管理に関する情報交換等を行う。
非常時は、連絡会議を臨機応変に開催し、観光危機管理対応を行う。
連絡会議の庶務事務は、観光政策課総務班が行う。
観光政策課総務班長は、連絡会議の内容等を記録・整理し、必要に応じて関係者への共有を図る。

( 2 )　沖縄県観光危機管理連絡会議の役割
ａ　観光危機に関する情報の共有、分析
ｂ　観光危機管理対策の検討、立案、準備、指導
ｃ　観光危機発生時の組織体制、活動内容、意思決定の方針づくり
ｄ　職員等への教育・訓練の実施
ｅ　観光危機管理対応マニュアル等の作成、見直し、関係機関等への周知
ｆ　観光危機発生時の情報伝達及び関係機関との連携等の方法確認、整備
ｇ　沖縄県観光危機管理計画に基づく取組等の進捗管理

( 3 )　会議開催手順
①　観光政策統括監は、観光振興課長又は観光振興課受入推進班長から報告された観光危機情報等を

踏まえ、県（文化観光スポーツ部）及び OCVB を中心とした観光危機対策を実施する必要があると
認める場合は、連絡会議の招集を観光政策課長又は観光政策課総務班長（班長不在の場合は班員）
に指示する。

②　観光政策課長又は観光振興課長は、観光危機の状況及び推移等を踏まえ、観光危機関連情報の共
有・分析、対策の検討等を行うため、又は、対応等をあらかじめ準備するなど、必要があると判断
した場合は、観光政策統括監に連絡会議の開催を要請することができる。

③　観光政策課長又は観光政策課総務班長は、①により連絡会議の招集を指示された場合は、直ちに
観光政策統括監に当該会議の目的・役割（議題）を確認の上、指定された構成員に対し口頭等によ
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り連絡会議開催（目的・日時・場所等）を通知する。

④　観光政策課総務班長は、③の通知と同時に、指定された構成員以外に出席を求める必要の有無に
ついて観光政策課長及び観光振興課長と相談する。出席を求める必要があると判断した場合は、直
ちに観光政策統括監にその旨報告し、招集の可否を求める。招集を決定した場合は、速やかに文書
等により連絡会議への出席（目的・日時・場所・出席を求める者の組織に対する要望事項等）を依
頼する。

⑤　観光政策課総務班長は、観光振興課受入推進班長に連絡会議に必要な情報・資料等の作成・提供
を依頼する。

⑥　観光政策課総務班長は、構成員に対し、③により確認した当該会議目的・役割（議題）に応じた
情報・資料等の提供を依頼する。

⑦　⑤及び⑥の場合においては、必要な情報が得られない、又は、一部不明な項目等が発生すること
を前提とし、当該時点で知り得た情報の範囲内で作成・提供する。

⑧　観光政策課総務班長は、連絡会議の結果（情報・分析、対策方針等）をとりまとめの上、各構成
員及び部内各課長等へ共有を図る。

⑨　観光政策課長、観光振興課長、OCVB 事務局長及び当該連絡会議に出席した者（説明員等除く）
は、連絡会議の結果を踏まえ、それぞれ必要な対応を行う。

⑩　連絡会議構成員等は、次回の連絡会議開催時にそれぞれの対応の結果（成果・効果、観光危機状
況の改善等）を報告する。ただし、連絡会議に替えて観光危機管理対策本部等が開催される場合は、
観光危機管理対策本部等において報告する。



26

第２章　観光危機管理体制
７．既存計画等における体制との関係性

( 1 )　既存計画等における体制が設置された場合
観光危機管理対策本部又は警戒本部が設置されているときに、沖縄県災害対策本部（沖縄県地域防

災計画）、沖縄県国民保護対策本部・沖縄県危機管理対策本部（沖縄県危機管理指針）、沖縄県新型イ
ンフルエンザ等対策本部・沖縄県新型コロナウイルス感染症対策本部（沖縄県新型インフルエンザ等
対策行動計画）等の法令等に基づく体制（表 10）が設置された場合は、当該体制のもと決定された
対処方針等に従い、観光危機管理対策を行う。

( 2 )　既存計画等における体制が廃止された場合
沖縄県災害対策本部（沖縄県地域防災計画）などの法令等に基づく体制が廃止された場合において

も、観光危機による風評被害や、観光産業の早期復興・事業継続支援などの対策を関係部局と連携し
て取り組む必要がある場合は、本計画に基づく観光危機管理対策本部又は警戒本部を設置し、観光危
機管理対策を引き続き行う。

表 10　法令等に基づく既存計画等に係る体制

危機の種別 法令等 計画名 対策本部名 構成員

自然災害

災害対策基本法 沖縄県地域防災計画 沖縄県災害対策
本部

本部長：知事
副本部長：副知事、
県警察本部長
本部員：部局長等

人為災害

武力攻撃事態等におけ
る国民の保護のための
措置に関する法律

沖縄県国民保護計画 沖縄県対策本部 本部長：知事
副本部長：副知事、
県警察本部長
本部員：部局長等

自然災害
人為災害

・災害対策基本法
・石油コンビナート等

災害防止法
・武力攻撃事態対処法

沖縄県危機管理指針 沖縄県危機管理
対策本部

本部長：知事
副本部長：副知事、
知事公室長
本部員：部局長等

健康危機
感染症の予防及び感染
症の患者に対する医療
に関する法律

沖縄県感染症予防計画 規定なし 規定なし

健康危機
新型インフルエンザ等
対策特別措置法

沖縄県新型インフルエ
ンザ等対策行動計画

沖縄県新型コロ
ナウイルス感染
症対策本部 ※ 1

本部長：知事
本部員：部局長等

※感染症の種類によって設置する本部名は異なる。
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第３章　関係機関における４Rの対策

１．各主体に期待する主な役割（表 11、表 12、表 13、表 14）

表 11　平常時の減災対策：Reduction

4R 各主体 観光客の安全・安心の取組 地域・事業者の事業継続

平
常
時
の
減
災
対
策

県

・観光危機情報を観光客に迅速かつ確実に発信する伝達
体制の整備

・多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設
置促進等による安全対策の充実 • 強化

－

・観光関連施設の耐震化促進等の安全 • 安心で快適な観光地づくり
・地域住民や観光関連団体 • 事業者等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等

の普及 • 啓発、指導者等の育成、観光危機管理担当者の配置

市町村

・観光危機情報を地域に滞在する観光客に迅速かつ確実
に発信する伝達体制の整備。

・多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設
置促進等による安全対策の充実 • 強化

－

・観光関連施設の耐震化促進等の安全 • 安心で快適な観光地づくり
・地域住民や観光関連団体・事業者等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等

の普及 • 啓発、指導者等の育成、観光危機管理担当者の配置

OCVB

・観光危機情報を観光客に迅速かつ確実に発信する伝達
体制の整備

・多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設
置促進等による安全対策の充実 • 強化

－

・観光関連施設の耐震化促進等の安全 • 安心で快適な観光地づくり
・地域住民や観光関連団体 • 事業者等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等

の普及・啓発、指導者等の育成

観光関連
団体

・観光危機情報を観光客等に迅速かつ確実に発信する伝
達体制の整備促進

・多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設
置促進等による安全対策の充実 • 強化

－

・観光関連施設の耐震化促進等の安全 • 安心で快適な観光地づくり
・加盟事業者への観光危機管理対策に関する知識及び役割等の普及・啓発、指導者等の

育成

観光関連
事業者

・観光危機情報を観光客等に迅速かつ確実に発信する伝
達体制の整備

・多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設
置促進等による安全対策の充実 • 強化

－

・観光関連施設の耐震化促進等の安全 • 安心で快適な観光地づくり
・従業員等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等の周知、指導者等の育成
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表 12　危機対応への準備：Readiness

4R 各主体 観光客の安全・安心の取組 地域・事業者の事業継続

危
機
対
応
へ
の
準
備

県

・市町村や OCVB、観光関連団体 • 事業者における観光危機管理計画・マニュアル・
BCP（事業継続計画）等の策定 • 見直しの促進

・観光関連事業者等における定期的な危機対応 • 避難誘導訓練等の実施
・観光客や観光関連事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強

化
・観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくりと新たな財源の検討

・要支援観光客への対応 • 支援体制の強化
・観光客に配慮した避難施設、資機材、食料 • 飲料水、衛生

用品などの備蓄の充実・強化
－

市町村

・観光危機管理計画 • マニュアルの策定 • 見直し、観光関連団体・事業者における BCP
（事業継続計画）等の策定 • 見直しの促進

・観光関連事業者等における定期的な危機対応 • 避難誘導訓練等の実施
・観光客や観光関連事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強

化
・観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくり

・要支援観光客への対応 • 支援体制の強化
・観光客に配慮した避難施設、資機材、食料 • 飲料水、衛生

用品などの備蓄の充実・強化

OCVB

・市町村や観光関連団体 • 事業者における観光危機管理計画 • マニュアル •BCP（事業
継続計画）等の策定 • 見直しの促進

・観光関連事業者等における定期的な危機対応 • 避難誘導訓練等の実施
・観光客や観光関連事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強

化
・観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくり

・要支援観光客への対応 • 支援体制の強化
・観光客に配慮した避難施設、資機材、食料 • 飲料水、衛生

用品などの備蓄の充実 • 強化

観光関連
団体

・観光危機管理マニュアル • BCP（事業継続計画）等の策定 • 見直し
・観光関連事業者等における定期的な危機対応・避難誘導訓練等の実施
・観光客や加盟事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強化

・要支援観光客への対応 • 支援体制の強化
・観光客に配慮した避難施設、資機材、食料 • 飲料水 • 衛

生用品などの備蓄の充実・強化
－

観光関連
事業者

・観光危機管理マニュアル • BCP（事業継続計画）等の策定 • 見直し
・定期的な危機対応 • 避難誘導訓練等の実施
・観光客に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強化

・要支援観光客への対応 • 支援体制の強化
・観光客に配慮した避難施設、資機材、食料 • 飲料水 • 衛

生用品などの備蓄の充実 • 強化
－



29

第３章　関係機関における４R の対策
表 13　危機への対応：Response

4R 各主体 観光客の安全・安心の取組 地域・事業者の事業継続

危
機
へ
の
対
応

県

・観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置、市町村等への設置の
通知等

・観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス • コミュニケーショ
ンの推進

・迅速かつ確実な観光危機管理情報の収集 • 共有 • 発信、通信手段の確保等の活動体制
の強化

・観光客の安全かつ確実な避難誘導の促進 • 安否確
認

・帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者へ
の対応

・被災した観光客に対する救助 • 救急 • 医療活動等
の連携強化

・避難した観光客への食料 • 飲料水、衛生用品及び生
活必需品等の備蓄状況の把握 • 整理と周知 • 供給

・観光危機や観光産業への影
響に関する迅速かつ正確な
情報収集 • 発信等による風
評被害対策

市町村

・観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置
・観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス • コミュニケーショ

ンの推進
・迅速かつ確実な観光危機管理情報の収集 • 共有 • 発信、通信手段の確保等の活動体制

の強化

・観光客の安全かつ確実な避難誘導 • 安否確認
・帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者へ

の対応
・被災した観光客に対する救助 • 救急 • 医療活動等

の連携強化
・避難した観光客への食料 • 飲料水、衛生用品及び生

活必需品等の備蓄状況の把握 • 整理と供給

・観光危機や観光産業への影
響に関する迅速かつ正確な
情報収集 • 発信等による風
評被害対策

OCVB

・観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置、観光関連団体 • 事業者
への設置の通知

・観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス • コミュニケーショ
ンの推進

・迅速かつ確実な観光危機管理情報の収集 • 共有 • 発信、通信手段の確保等の活動体制
の強化

・観光客の安全かつ確実な避難誘導の促進 • 安否確
認

・帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者へ
の対応

・被災した観光客に対する救助 • 救急 • 医療活動等
の連携強化

・観光危機や観光産業への影
響に関する迅速かつ正確な
情報収集 • 発信等による風
評被害対策
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危
機
へ
の
対
応

観光関連
団体

・観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置
・観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス • コミュニケーショ

ンの推進
・迅速かつ確実な観光危機管理情報の収集 • 共有 • 発信、通信手段の確保等の活動体制

の強化

・観光客の安全かつ確実な避難誘導の促進 • 安否確
認

・帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者へ
の対応

・被災した観光客に対する救助 • 救急 • 医療活動等
の連携強化

・避難した観光客への食料 • 飲料水、衛生用品及び生
活必需品等の加盟事業者における備蓄状況の把握
• 整理と周知

・観光危機や観光産業への影
響に関する迅速かつ正確な
情報収集 • 発信等による風
評被害対策

観光関連
事業者

・観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置
・観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス • コミュニケーショ

ンの推進
・迅速かつ確実な観光危機管理情報の収集 • 共有 • 発信、通信手段の確保等の活動体制

の強化

・観光客の安全かつ確実な避難誘導 • 安否確認
・帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者へ

の対応
・被災した観光客に対する救助 • 救急 • 医療活動等

の連携強化
・避難した観光客への食料 • 飲料水、衛生用品及び生

活必需品等の備蓄の調達と供給

・観光危機や観光産業への影
響に関する迅速かつ正確な
情報収集 • 発信等による風
評被害対策
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表 14　危機からの回復：Recovery

4R 各主体
観光客の安全・安心

の取組
地域・事業者の事業継続

危
機
か
ら
の
回
復

県 －

・観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続
に向けた体制の設置

・観光産業の早期復興を図るための施策等の企画・実施、国
内・海外の関係機関との連携強化

・観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーショ
ン活動等の実施

・観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風
評被害対策

・観光産業の早期復興・事業継続を図るための緊急融資支援
等の実施

・観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続
支援の実施

・観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の実施

市町村 －

・観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続
に向けた体制の設置

・観光産業の早期復興を図るための施策等の企画・実施
・観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーショ

ン活動等の実施
・観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風

評被害対策
・観光産業の早期復興・事業継続支援等の実施
・観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続

支援の実施
・観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の実施

OCVB －

・観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続
に向けた体制の設置

・観光産業の早期復興を図るための施策等の企画・実施
・観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーショ

ン活動等の実施
・観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風

評被害対策
・観光産業の早期復興・事業継続支援等の実施
・観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続

支援の実施
・観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の広報や相談

支援
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危
機
か
ら
の
回
復

観光関連
団体

－

・観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続
に向けた体制の設置

・観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーショ
ン活動等の実施

・観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風
評被害対策

・観光関連事業者等の早期復興・事業継続に必要な取組の推
進

・従業員の雇用継続
・観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の広報や相談

支援

観光関連
事業者

－

・観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続
に向けた体制の設置

・観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーショ
ン活動等の実施

・観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風
評被害対策

・観光関連事業者等の早期復興・事業継続に必要な取組の推
進

・従業員の雇用継続
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２．沖縄県の基本的対策計画

( 1 )　平常時の減災対策
観光客や観光産業に甚大な被害をもたらす観光危機を予め想定し、観光危機による影響を低減する

ため、危機に強い魅力ある安全・安心で快適な観光地づくりや、避難誘導標識等の安全対策の充実・
強化、観光危機管理知識等の普及・ 啓発など以下の施策を推進する。

① 観光危機情報を迅速かつ確実に発信する伝達体制の整備
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機に関する情報を観光客に迅

速かつ確実に伝達する体制を整備する。
・平常時から観光危機管理や観光振興施策等に関する情報を市町村等と共有し、観光危機時に連携

した帰宅支援や復興施策等を展開していくため、コミュニケーションツールを導入し、市町村と
の連携を強化する。

② 観光関連施設の耐震化促進等の安全・安心で快適な観光地づくり
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、多くの観光客等が利用する宿泊、観

光及び交通施設等の観光関連施設の耐震化を促進するため、耐震診断及び改修に係る広報及び相
談、支援策等の実施に努める。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に観光客等が安全か
つ迅速に避難できる避難場所・避難経路の確保や避難誘導標識等の設置を促進する。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、安全・安心で快適な観光地づくりを
図るため、観光危機管理に係る取組に対する評価制度や認証制度化に向けた検討を進める。

③ 多言語対応の避難誘導標識、海抜表示、防災マップの設置促進等による安全対策の充実・強化
・観光客の安全対策として、市町村、宿泊、観光及び交通施設等の管理者における避難誘導標識の

設置、管理施設への海抜表示及び防災マップの掲示等を促進するとともに、市町村、OCVB、観
光協会、交通機関（航空機、フェリー、バス、モノレール、タクシー等）、レンタカー会社及びガ
ソリンスタンド等と連携して、観光危機発生時の避難行動や避難場所・避難経路等の情報を、ウェ
ブサイトやソーシャルメディア、観光マップなどを利用して観光客等に周知する体制の充実・強
化を図る。

・国内・海外の観光客が容易に判別できるピクトグラム、JIS 規格等の統一的な図記号等について、
市町村、観光関連団体・事業者に普及する。

・観光危機発生時の外国人観光客の安全確保を図るため、防災マップや避難誘導標識等への外国語
併記の促進、外国語による防災パンフレットを作成し、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者
等と連携して外国人観光客に配布し、観光危機管理知識の普及・啓発を図る。

④ 地域住民や観光関連団体・事業者等への観光危機管理対策に関する知識及び役割等の普及・啓発、
指導者等の育成、観光危機管理担当者の配置

・OCVB と連携して、県民、市町村、観光関連団体・事業者等に対して、本計画等や台風、地震、
津波、航空機・船舶事故、感染症等の観光危機管理対策に関する知識及び役割等について普及・
啓発を図るための説明会等を実施する。
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・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等の観光危機管理体制の強化を図るため、観光危機管理

に関する指導者等を育成する。また、市町村等における観光危機管理担当者の配置を促進する。
・観光危機管理対策に関する知識等の普及・啓発を図るため、報道機関などの協力を得るほか、事

例紹介やビデオ、疑似体験装置等の訴求効果の高いものを活用し、普及宣伝を推進する。

( 2 )　危機対応への準備
観光危機発生時における対策等を予め検討し、観光客の安全確保や、観光産業への影響の低減を図

る観光危機管理計画等やマニュアルの策定促進、危機対応・避難誘導訓練の実施、要支援観光客への
支援体制の強化等の以下の施策を推進する。

① 市町村や OCVB、観光関連団体・事業者における観光危機管理計画・マニュアル・BCP（事業継
続計画）等の策定・見直しの促進

・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に迅速かつ円滑に観光危
機管理体制を確立するため、市町村や、OCVB、観光関連団体・事業者の観光危機管理計画等や
マニュアルの策定・見直しに向けた説明会等を実施する。

・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機管理に係る情報収集・連絡体制、
避難誘導、帰宅支援、備蓄等に関する取組状況や課題等の整理を行う。さらに、市町村、OCVB、
観光関連団体・事業者等と課題を共有し、課題解決に向けた活動を促進する。

・市町村、OCVB、観光関連団体と連携して、観光危機後の観光関連事業者の早期復興・事業継続
を図るため、必要に応じて、観光危機に関する事業継続計画の策定・見直し促進に向けた説明会
等への支援を行う。

② 観光関連事業者等における定期的な危機対応・避難誘導訓練等の実施
・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者と連携して、観光危機発生時における要支援観光客への

対応等も踏まえ、観光関連施設等における危機対応・避難誘導訓練を定期的に実施し、観光危機
管理体制の充実・強化を図る。

・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、県外で発生した観光危機や、感染症、テ
ロ等の様々なケースを想定した観光危機管理体制の運用訓練やシミュレーション等を定期的に実
施し、観光危機管理体制の充実・強化を図る。

③ 観光客や観光関連事業者に迅速かつ確実な観光危機情報等を提供するための体制強化
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時における交通機関の

運行（運航）情報、宿泊・観光施設の営業情報、空港、港湾、道路等の被害情報、医療機関等の
正確な情報を迅速かつ確実に観光客に伝達する体制や、観光危機の影響によるリスクの低減に向
けた早期の注意喚起を発信する体制の充実・強化を図る。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時における観光危機に
関する情報等が観光客等の迅速な避難行動に結びつくよう、要支援観光客に配慮した効果的な伝
達内容の整備を行う。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、レンタカー、モノレール、タクシー、
バス、船舶等を利用している観光客に迅速かつ確実に観光危機情報等を伝達する体制の充実・強
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化を図るとともに、ウェブサイト、テレビ、ラジオ（コミュニティ FM を含む。）、携帯電話（緊
急速報メール機能を含む。）などを用いた伝達手段の多様化・多重化を推進する。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者と連携して、通常の通信回線が危機発生に伴う発信
規制や回線障害等で使用できなくなった場合にも利用できる非常用通信手段を活用した通信体制
の整備に努める。

④ 要支援観光客への対応・支援体制の強化
・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時における要支援観光客の

安全確保、迅速な避難誘導・救助・救急・医療活動等の支援体制を充実・強化するため、外国語
などによる防災マップやパンフレット等を作成・配布し、県民や観光関連団体・事業者への観光
危機管理知識の普及・啓発を図るとともに、ウェブサイトやソーシャルメディア、アプリケーショ
ンなどを用いた情報発信ツール等の整備を推進する。

・市町村、OCVB 等と連携して、観光危機発生時における外国人観光客への避難誘導体制等の充実・
強化を図るため、外国語通訳ボランティアの事前登録、活用体制の整備等や、専門的な資格や技
能を有する者の把握に努めるとともに、音声翻訳機等の導入を促進する。

⑤ 観光客に配慮した避難施設、資機材、食料・飲料水、衛生用品などの備蓄の充実・強化
・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に観光客等が安全に避難

できる地域の避難施設や観光施設等の把握、充実・強化を図る。
・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に観光客等の安全や、観

光産業の事業継続に必要な燃料、発電機などの資機材の備蓄状況を把握し、必要な量の備蓄又は
観光危機時に迅速に調達できる体制等の整備を促進する。

・市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に県民や観光客などの被
災者に供給する食料・飲料水、被服寝具、衛生用品などの生活必需品の備蓄状況等を把握し、観
光客等に配慮した必要な量の備蓄又は観光危機時に迅速に調達できる体制等の整備を促進する。

⑥ 観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくりと新たな財源の検討
・国際競争力の高い魅力ある観光地の形成を図ることを目的として、沖縄県観光振興基金を設置し、

災害時等の観光危機管理を含めた持続可能な観光地づくりを推進する。
・沖縄県観光振興基金の積立財源として、観光目的税の導入等を含めた検討を進める。

( 3 )　危機への対応
観光危機発生時に、観光客や観光産業への被害や影響を低減するための観光危機管理体制の設置、

関係機関と連携した情報収集・発信体制の強化、観光客の安全かつ確実な避難誘導・安否確認、帰宅
困難者対策、救助・救急・医療活動、備蓄、風評被害対策等の以下の施策を推進する。

① 観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制の設置、市町村等への設置の通知等
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光客の安全確保、観光産業への被

害を低減するため、観光危機の状況及び推移等に応じた組織体制のもと、迅速かつ的確な観光危
機管理対策を行う。



36

第３章　関係機関における４R の対策
・OCVB と連携して、観光危機の状況及び推移等に応じた観光危機管理体制を設置するときは、市

町村等に設置の通知等を行う。
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光客や観光産業の被害状況を収集・

把握、共有する初動体制を構築し、観光客への迅速かつ確実な情報発信、避難誘導・安全確保、
帰宅困難者対策等を実施する。

② 観光危機対応に関する関係機関や県民との合意形成、クライシス・コミュニケーションの推進
・感染症による健康危機等に代表される観光危機においては、感染拡大を防ぐ観点から人流を抑制

せざるを得ない状況になる場合があり、観光に対する負のイメージを抱かれてしまう可能性があ
る。このため、正確な情報発信に努めるとともに、復興に向けた施策等についてメディア等を通
じて県民等の理解を醸成する取組を推進する。

・観光危機発生後に、当面の対応方針や復興に向けた施策等への理解を促進するため、関係者間で
危機に関する情報や認識を共有するクライシス・コミュニケーションを推進する。

③ 迅速かつ確実な観光危機情報の収集・共有・発信、通信手段の確保等の活動体制の強化
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時に観光客等が必要と

する交通機関の運行（運航）情報、宿泊・観光施設の営業情報、空港、港湾、道路、医療機関等
の情報を収集・共有、総合的に発信する体制を整備し、県内に滞在する観光客等に対して迅速か
つ確実な情報発信を行う。

・観光危機の影響によるリスクの低減に向けた早期の注意喚起や、観光客等の迅速な避難行動を促
すため、要支援観光客に配慮した効果的な情報発信を行うとともに、レンタカー、モノレール、
タクシー、バス、船舶等を利用している観光客に迅速かつ確実に観光危機情報等を伝達するため、
ウェブサイト、ソーシャルメディア、テレビ、ラジオ（コミュニティ FM を含む。）、携帯電話（緊
急速報メール機能を含む。）などを用いた伝達手段による情報発信を行う。

・観光危機に伴う通信設備等の障害などにより電気通信事業用設備（電話、携帯電話）の利用がで
きなくなった場合は、非常用通信手段による情報発信に努める。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、県内に滞在する観光客や国内・海外
の観光関連事業者及び観光市場に対して観光危機に関する正確な情報を発信するとともに、必要
に応じて、観光関連施設、空港、港湾、道路等の被害情報や観光客の避難情報、交通機関の運行

（運航）情報等について、報道機関などを活用した発信を行う。また、情報発信にあたっては、観
光客は土地勘がなく、必ずしも日本語に対応できないことを踏まえ、危機回避に向けた行動を促
せるよう配慮する。

④ 観光客の安全かつ確実な避難誘導の促進・安否確認
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、要支援観光客に配慮した観光客の安

全かつ確実な避難誘導等を促進するとともに、観光客の避難情報及び安否情報や警察、消防、医
療機関等からの情報を集約・管理し、個人情報の取り扱いに配慮しつつ、観光客の迅速な安否確
認を行う。
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⑤ 帰宅困難者対策、被災した観光客の家族や関係者への対応
・観光危機により運休・欠航している交通機関の早期の回復が見込めず、多くの観光客が県内に滞

留している場合は、帰宅困難者対策として、バス、航空機及び船舶等での輸送について、国、市
町村、OCVB、沖縄県バス協会及び航空会社等と連携して被災状況を踏まえた帰宅優先順位付け
などの対応方針を策定する。

・臨時便の発着が開始される等、航空輸送機能が回復した場合は、国、市町村、OCVB、沖縄県バ
ス協会および航空会社、港湾管理者等と調整を図り、県指定の待機場所から県外・国外への緊急
輸送などの帰宅困難者対策を計画する。

・帰宅困難者対策の実施にあたり、必要に応じて、観光客の輸送等に関する業務について専門性と
実施能力を有する観光関連団体・事業者への協力依頼を行う。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者と連携して、交通機関や道路等の状況、緊急時の輸
送手段などに関する情報を収集・整理し、帰宅困難となっている観光客に対して、ウェブサイト
やソーシャルメディアなどを活用して情報を発信する。

・国、外国公館等と連携して、外国人観光客の帰宅困難者対策として必要な情報収集等を行い、
ウェブサイトやソーシャルメディアなどを活用して情報を発信する。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者と連携して、被災した観光客の家族や関係者への正
確な情報提供や滞在中の必要な対応を行うとともに、外国人観光客等の要支援観光客に配慮した
情報発信・提供に努める。

⑥ 被災した観光客に対する救助・救急・医療活動等の連携強化
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者、医療機関等と連携して、観光危機により負傷・り

患等した観光客への情報発信の充実・強化を図るとともに、外国人観光客等の要支援観光客に配
慮した救助・救急・医療活動等に活用するための情報提供を行う。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、県内に滞在する観光客の情報収集体
制の充実・強化を図るとともに、行方不明観光客の捜索、救助・救急・医療活動等に活用するた
めの情報提供を行う。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者、医療機関等と連携して、観光危機により負傷・り
患等した外国人観光客への対応に必要な外国語通訳ボランティアなどの活用を図るとともに、必
要に応じて、県外からの医療通訳者の派遣等に努める。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者、医療機関等と連携して、負傷・り患等した観光客
に関する情報収集の充実・強化を図るとともに、医療活動を行う関係機関への情報提供を行う。

⑦ 避難した観光客への食料・飲料水、衛生用品及び生活必需品等の備蓄状況の把握・整理と周知・
供給

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、市町村や観光関連事業者における食
料・飲料水、衛生用品、被服寝具などの生活必需品の備蓄状況等を把握・整理し、観光客等への
周知・供給に努める。

⑧ 観光危機や観光産業への影響に関する迅速かつ正確な情報収集・発信等による風評被害対策
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機発生時において、テレビ、
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ラジオ、ウェブサイト、ソーシャルメディアなどを通じて発信される観光危機及び観光産業に関
する情報を収集・整理する。

・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機及び観光産業に関する不正
確な情報等、風評被害に発展する可能性のある情報の流布を把握した場合は、正確な情報を報道
機関やウェブサイトなどを活用して公式発表を行うとともに、国や外国公館等の関係機関を通じ
て、国内・海外に対し情報を発信し、風評被害の発生防止に努める。

( 4 )　危機からの回復
観光危機後の観光産業の早期復興・事業継続支援体制の設置、 観光客の誘致に向けたプロモーショ

ン活動等や、風評被害対策、融資・雇用継続支援、域内需要喚起策等の以下の施策を推進する。

① 観光危機後の観光誘客及び観光産業の早期復興・事業継続に向けた体制の設置
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光客の誘致促進や、宿泊、観光及

び交通施設等の観光産業の早期復興・事業継続に向けた体制の充実・強化を図る。

② 観光産業の早期復興を図るための施策等の企画・実施、国内・海外の関係機関との連携強化
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機の影響・被害から観光産業

の早期復興を図るための観光誘客プロモーション活動や、事業継続支援等を迅速かつ効果的に推
進するための施策等を企画・実施する。

・観光産業の早期復興に向けた施策等の企画にあたっては、観光振興施策との整合性を図るものと
し、国内・海外市場に対して積極的かつ効果的な観光誘客プロモーション活動等を展開するため、
国内・海外の観光業界や航空会社等との連携強化を図る。

・観光危機により国際線が停止されている場合においては、国、OCVB、航空会社、空港機能施設
事業者等と連携して、検疫への協力や医療等を含めた受入体制の整備を図るなど、国際線の再開
に向けて必要な施策等を企画・実施する。

・観光産業の復興に向けた施策等の企画・実施にあたっては、市町村と情報共有を図るとともに、
連携した施策の実施を推進する。

・観光産業の早期復興に向けた施策等の実施時期については、国、市町村、OCVB、観光関連団体・
事業者等からの意見を踏まえて、既存計画等に基づく対策本部や観光危機管理対策本部等におい
て決定し、足並みを揃えるものとする。

③ 観光危機後の観光産業の早期復興に向けたプロモーション活動等の実施
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機により被害を受けた宿泊、

観光及び交通施設等の被害状況や復旧状況などを収集・分析し、正確な情報を国内・海外の観光
業界等に発信するとともに、観光客の誘致に向けたプロモーション活動等を積極的に実施する。

・観光客の誘致に向けたプロモーション活動等の実施にあたっては、国内・海外の市場の状況を踏
まえた航空路線別プロモーション、テレビ・ラジオ、ウェブサイト、ソーシャルメディアなどを
活用した情報発信、修学旅行・MICE の誘致対策、集客イベント等の様々な施策を行うものとす
る。
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第３章　関係機関における４R の対策
④ 観光危機後の国内・海外への戦略的な情報発信等による風評被害対策
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等と連携して、観光危機により影響を受けた宿泊、

観光及び交通施設等の営業状況や復旧情報を収集、整理し、ウェブサイトやソーシャルメディア、
報道機関などを活用して国内・海外の旅行市場に積極的に発信し、観光産業の回復を広く周知す
るなど、風評被害対策を推進する。

・観光危機後、観光産業に負の影響を与える情報等の流布が懸念される時は、これらの風評被害を
防止するため、国内・海外の旅行市場に向けて正確な情報をウェブサイトや報道機関などを活用
して発信するものとする。

・国、市町村、OCVB 等と連携して、沖縄観光に対して高いレベルの注意喚起や渡航の延期勧告等
の情報が発出されている国の政府や国際機関等に、県内の観光地や観光産業の回復状況に関する
情報を積極的に提供するなどの働きかけを継続的に実施し、渡航情報レベルの引き下げに努める。

⑤ 観光産業の早期復興・事業継続を図るための緊急融資支援等の実施
・国、市町村、政府系金融機関、民間金融機関、信用保証協会等と連携して、観光危機で被害を受

けた観光関連事業者に対する復興資金の緊急融資等の支援を推進する。
・市町村と連携して、観光産業の事業継続を図るため、関係商工会議所、商工会、商工会連合会、

中小企業団体中央会、信用保証協会等の協力を求めて、金融相談を行い、観光危機で被害を受け
た観光関連事業者に対する融資の指導、あっせんを行う。

・政府系金融機関、民間金融機関、信用保証協会等と連携して、観光危機で被害を受けた観光関連
事業者に対し、既存融資の返済条件の変更等に柔軟に対応できるよう取り組む。

⑥ 観光危機により甚大な影響を受けた観光産業の雇用継続支援の実施
・国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者、政府系金融機関、民間金融機関等と連携して、観

光危機により甚大な被害を受けた観光関連事業者の雇用継続及び観光人材育成等の支援を推進す
る。

・従業員の雇用を維持するため、甚大な影響を受けた観光関連事業者と人手不足となっている業界
等の人材マッチングを支援する。

⑦ 観光産業の復興に向けた域内需要喚起策等の実施
・観光危機の状況によっては、観光客の誘致に向けたプロモーション活動が難しい場合があること

から、段階的な需要回復に向けて、マイクロツーリズムの取組や商品券発行などの消費・需要喚
起策を実施する。なお、実施に当たっては、施策の効果を最大限に高めるため、市町村が実施す
る域内需要喚起策と同時期に実施するなど、連携した施策展開を推進する。

・経済活動自体が制限される状況の場合は、被害状況に応じて、観光関連事業者の経営継続のため
の支援に取り組む。
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第４章　計画の効果的な実現

第４章　計画の効果的な実現

観光危機から観光客の安全を守り、危機後の観光産業の早期復興・事業継続を図るため、平常時か
ら県や国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等が連携し、本計画に基づき以下の取組を進める。

・それぞれに期待される具体的な役割を認識し、迅速かつ的確な観光危機管理対策が実施できる
よう、平常時から、国、市町村、OCVB、観光関連団体・事業者等との連携体制を構築すると
ともに、県と OCVB で構成する観光危機管理連絡会議等を適宜開催し、本計画に基づく取組等
の推進、情報の共有等を行う。

・本計画については、PDCA の観点で（図 12）、原則 5 年ごとに見直しを実施する。ただし、観
光危機からの回復後、危機対応への振り返りを行うとともに、その有効性の検証を行い、計画
改定の必要があれば見直しを行う。

・本計画に基づくマニュアルは、観光危機発生時の迅速かつ的確な対応ができるよう、県民を含
めた観光危機対応訓練等を定期的に実施し、内容の検証、継続的な見直しを行い、全県規模で
観光危機管理体制の充実・強化を図る。

図 12　計画の効果的な実現の流れ

沖縄県観光危機管理
計画の効果的な実現

沖縄県観光危機管理計画

観光危機管理計画・マニュアル
（市町村、OCVB、観光関連団体・事業者）

DO（実行）

ACT（改善）

CHECK（評価）PLAN（計画）

★減災対策等の推進
★図上訓練等の実施

★減災対策等の進捗管理
★観光危機対応の検証
★連携体制の検証

★計画に基づく取組
★連携体制の強化

★計画に基づく取組・連携
★取組等を踏まえた見直し

★見直し・改定
★関係機関への共有・周知
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沖縄県観光危機管理対策本部設置要綱

（目的）
第１条　この要綱は、第２次沖縄県観光危機管理計画（以下「本計画」という。）に基づき、沖縄県観光

危機管理対策本部（以下「対策本部」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定め、観光危機管
理対策の迅速、かつ的確な実施を図ることを目的とする。

　（対策本部の位置）
第２条　対策本部は、沖縄県文化観光スポーツ部内に置く。
　（組織）
第３条　 対策本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は、文化観光スポーツ部長の職にある者をもって充てる。本部長は本部の事務を総括し、職

員を指揮監督する。
３　副本部長は、観光政策統括監の職にある者をもって充てる。副本部長は、本部長を補佐するととも

に本部長に事故があるときはその職務を代理する。
４　本部員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。
５　本部長は、対策本部の事務を実施するため、必要な班を置くことができる。
　（本部会議）
第４条　対策本部に本部会議を置く。
２　本部会議は、観光危機管理対策の基本的事項について協議決定する。
３　本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。本部員は観光危機に応じて、必要な

範囲の本部員を招集する。
４　本部長は、必要に応じて本部会議に本部員以外の者の出席を求めることができる。
５　本部会議は、必要のつど本部長が招集する。
　（対策本部の事務）
第５条　対策本部は、別表第２に掲げる事務を分掌する。
２　別表第２の第１欄に掲げる職にある者は、同表第２の第４欄に掲げる事務を分掌する。
３　担当班長は、同表第２の第２欄に掲げる職にある者をもって充て、班員は担当課長の属する課の職

員をもって充てる。
４　担当班長は、担当課長の命を受けて別表第２に定める事務を処理し、班員は、上司の命を受けて現

務に従事する。
５　本部長は、必要があると認めるときは、前項に規定する分掌事務を臨時に変更し、又は新たな事務

を所掌させることができる。
６　担当課長は、第３項の規定により分掌する事務のほか、本部長の指示により、他の担当課長の応援

を行い本部の事務の迅速かつ効果的な処理に努めるものとする。
　（配備）
第６条　本部長は、対策本部を設置したときは、本計画、観光危機の状況及び推移等により、本部の配

備体制の規模を指定する。また、指定した後に配備体制の規模を変更する必要が生じたときも同様と
する。

第７条　担当課長は、前条の配備体制の規模に応じて、班員を配備するものとする。
２　担当課長は、必要に応じ、配備した職員を他の事務に従事させることができる。
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　（災害状況等の報告）
第８条　総括担当者は、観光危機による観光客及び観光産業等の被害状況及びこれに対してとった措置

の概要等について、観光危機状況等報告書（第１号様式）により、遅滞なく、本部長に報告するものと
する。

　（その他の事項）
第９条　この要綱に定める事務を処理するに当たっては、原則として、他のすべての事務に優先して迅

速的確に処理するとともに、関係機関と連絡を密にし、事務の協調及び調整を図らなければならない。
第10 条  この要綱に定める以外の対策本部に関する活動事項については、本計画の定めるところによる。
第11 条  この要綱に定めるもののほか、対策本部の運営については、本部長が別に定める。

　附　則
 この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。
　附　則
 この要綱は、平成 28 年４月 28 日から施行する。
　附　則
 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
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別表第１（第３条関係）

( 知事公室 )
　広報課長
　防災危機管理課長
　基地対策課長
( 企画部 )
　交通政策課長
　地域・離島課長

（環境部）
　環境保全課長

（子ども生活福祉部）
　消費・くらし安全課長

（保健医療部）
　医療政策課長
　感染症総務課長
　衛生薬務課長

（商工労働部）
　産業政策課長
　中小企業支援課長
　雇用政策課長
( 文化観光スポーツ部 )
　観光政策課長
　観光振興課長
　MICE 推進課長
　観光事業者等支援課長

（土木建築部）
　道路管理課長
　海岸防災課長
　港湾課長
　空港課長
　都市計画・モノレール課長
　建築指導課長
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別表第２（第５条関係）

担当課長 担当班長 事務 分掌事務

観光政策課長 観光政策課
総務班長

総括 １　対策本部の設置及び廃止に関すること。
２　対策本部､ 他の災害本部及び行政関係機関との連絡調整に

関すること。
３　各班の分掌事務の調整に関すること。
４　被害状況の総括に関すること。
５　対策本部の庶務に関すること。

観光政策課
観光文化企画
班長

復興企画 １　観光復興施策等の企画・実施に関すること。
２　観光産業の早期復興・事業継続支援策に関すること。
３　観光産業の復興に向けた関係機関との連絡・調整に関する

こと。

観光振興課長 観光振興課
受入推進班長

情報収集・
伝達

１　観光客及び観光産業の被害状況等の情報収集・共有に関す
ること。

２　観光客への情報提供等に関すること。
３　観光施設の災害応急対策及び被害調査に関すること。
４　観光関連団体・事業者との連携調整に関すること。

観光振興課
誘致企画班長

復興推進 １　観光復興プロモーション活動等の企画・実施に関すること。
２　関係部局、国、市町村、観光団体・事業者と連携した各種誘

客施策の実施に関すること。
３　観光産業の復興に向けた域内需要喚起策の実施に関する

こと。

観光振興課
観光資源班長

帰宅対策 １　観光客の所在及び安否確認に関すること。
２　帰宅困難となり滞留した観光客の情報集約及び帰宅困難

者対策に関すること。
３　帰宅困難者対策に関わる運輸関係機関との連絡・調整に関

すること。
４　外国人観光客の帰宅困難者対策に関わる関係機関との連

絡・調整に関すること。

MICE 推進課長 MICE 推進課
MICE リゾー
ト班長

復興推進 １　MICE 復興プロモーション活動等の企画・実施に関するこ
と。

２　関係部局、国、市町村、観光団体・事業者と連携した各種
MICE 施策の実施に関すること。

MICE 推進課
施設整備班長

帰宅支援 １　帰宅困難者の避難場所等の確保に関すること。
２　帰宅困難者の県外・国外への輸送のための待機場所等の確

保に関すること。
３　各課の所掌する事務の技術的なサポートに関すること。

観光事業者等
支援課長

事業継続支援
班長

復興推進 １　観光関連事業者の事業継続支援の企画・実施に関するこ
と。

２　観光関連事業者の事業継続支援に関すること。
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資_5 

 

第１号様式（第８条関係） 

第         号 

令和  年  月 日 

 

 観光危機管理対策本部長 殿 

 

                                          班名     担当課長名 

 

 

観光危機状況等報告書 

 

沖縄県観光危機管理対策本部設置要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 被 害 発 生 
自    月   日  時   分 
至    月   日  時   分 

２ 被 害 原 因  
 
 
 

３ 被 害 場 所  
 
 

４ 被 害 程 度 
（被害状況、被害金額等） 

 
 
 
 

５ 被害に対する措置の概要  
 
 

６ 今後の対応  
 
 

７ その他  
 

備考 この様式によることができないときは、これに準じて作成すること。 
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沖縄県観光危機管理警戒本部設置要綱

（目的）
第１条　この要綱は、第２次沖縄県観光危機管理計画（以下「本計画」という。）に基づき、沖縄県観光

危機管理警戒本部（以下「警戒本部」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定め、観光危機管
理対策の迅速かつ的確な実施を図ることを目的とする。

　（警戒本部の位置）
第２条　警戒本部は、沖縄県文化観光スポーツ部内に置く。
　（組織）
第３条　警戒本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は、観光政策統括監の職にある者をもって充てる。本部長は本部の事務を総括し、職員を指

揮監督する。
３　副本部長は、観光政策課長及び観光振興課長の職にある者をもって充てる。副本部長は、本部長を

補佐するとともに本部長に事故があるときはその職務を代理する。
４　本部員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。
５　本部長は、対策本部の事務を実施するため、必要な班を置くことができる。
　（本部会議）
第４条　警戒本部に本部会議を置く。
２　本部会議は、観光危機管理対策の基本的事項について協議決定する。
３　本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。本部員は観光危機に応じて、必要な

範囲の本部員を招集する。
４　本部長は、必要に応じて本部会議に本部員以外の者の出席を求めることができる。
５　本部会議は、必要のつど本部長が招集する。
　（警戒本部の組織）
第５条　警戒本部は、別表第２に掲げる事務を分掌する。
２　別表第２の第１欄に掲げる職にある者は、同表第２の第４欄に掲げる事務を分掌する。
３　担当班長は、同表第２の第２欄に掲げる職にある者をもって充て、班員は担当課長の属する課の職

員をもって充てる。
４　担当班長は、担当課長の命を受けて別表第２に定める事務を処理し、班員は、上司の命を受けて現

務に従事する。
５　本部長は、必要があると認めるときは、前項に規定する分掌事務を臨時に変更し、又は新たな事務

を所掌させることができる。
６　担当課長は、第３項の規定により分掌する事務のほか、本部長の指示により、他の担当課長の応援

を行い本部の事務の迅速かつ効果的な処理に努めるものとする。
　（配備）
第６条　本部長は、警戒本部を設置したときは、本計画、観光危機の状況及び推移等により、警戒本部

の配備体制の規模を指定する。また、指定した後に配備体制の規模を変更する必要が生じたときも同
様とする。

第７条　担当課長は、前条の配備体制の規模に応じて、班員を配備するものとする。
２　担当課長は、必要に応じ、配備した職員を他の事務に従事させることができる。
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　（災害状況等の報告）
第８条　担当課長は、観光危機による観光客及び観光産業等の被害状況及びこれに対してとった措置の概

要等について、観光危機状況等報告書（第１号様式）により、遅滞なく、本部長に報告するものとする。
　（その他の事項）
第９条　この要綱に定める事務を処理するに当たっては、原則として、他のすべての事務に優先して迅

速的確に処理するとともに、関係機関と連絡を密にし、事務の協調及び調整を図らなければならない。
第10 条　この要綱に定める以外の警戒本部に関する活動事項については、本計画の定めるところによる。
第11 条　この要綱に定めるもののほか、警戒本部の運営に必要なことについては、本部長が別に定める。

　附　則
この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。
　附　則
この要綱は、平成 28 年４月２８日から施行する。
　附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
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別表第１（第３条関係）

( 知事公室 )  
　広報課担当班長
　防災危機管理課副参事又は担当班長
　基地対策課副参事又は主幹
( 企画部 )
　交通政策課担当班長
　地域・離島課副参事又は担当班長

（環境部）
　環境保全課担当班長

（子ども生活福祉部）
　消費・くらし安全課副参事又は担当班長

（保健医療部）
　医療政策課担当班長
　感染症総務課担当班長
　衛生薬務課担当班長

（商工労働部）
　産業政策課副参事又は担当班長
　中小企業支援課担当班長
　雇用政策課副参事又は担当班長
( 文化観光スポーツ部 )
　観光政策課長
　観光振興課長
　MICE 推進課長
　観光事業者等支援課長

（土木建築部）
　道路管理課副参事又は担当班長
　海岸防災課担当班長
　港湾課副参事又は担当班長
　空港課担当班長
　都市計画・モノレール課室長又は担当班長
　建築指導課担当班長
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別表第２（第５条関係）

担当課長 担当班長 事務 分掌事務

観光政策課長 観光政策課
総務班長

総括 １　対策本部の設置及び廃止に関すること。
２　対策本部､ 他の災害本部及び行政関係機関との連絡調整に

関すること。
３　各班の分掌事務の調整に関すること。
４　被害状況の総括に関すること。
５　対策本部の庶務に関すること。

観光政策課
観光文化企画
班長

復興企画 １　観光復興施策等の企画・実施に関すること。
２　観光産業の早期復興・事業継続支援策に関すること。
３　観光産業の復興に向けた関係機関との連絡・調整に関する

こと。

観光振興課長 観光振興課
受入推進班長

情報収集・
伝達

１　観光客及び観光産業の被害状況等の情報収集・共有に関す
ること。

２　観光客への情報提供等に関すること。
３　観光施設の災害応急対策及び被害調査に関すること。
４　観光関連団体・事業者との連携調整に関すること。

観光振興課
誘致企画班長

復興推進 １　観光復興プロモーション活動等の企画・実施に関すること。
２　関係部局、国、市町村、観光団体・事業者と連携した各種誘

客施策の実施に関すること。
３　観光産業の復興に向けた域内需要喚起策の実施に関する

こと。

観光振興課
観光資源班長

帰宅対策 １　観光客の所在及び安否確認に関すること。
２　帰宅困難となり滞留した観光客の情報集約及び帰宅困難

者対策に関すること。
３　帰宅困難者対策に関わる運輸関係機関との連絡・調整に関

すること。
４　外国人観光客の帰宅困難者対策に関わる関係機関との連

絡・調整に関すること。

MICE 推進課長 MICE 推進課
MICE リゾー
ト班長

復興推進 １　MICE 復興プロモーション活動等の企画・実施に関すること
２　関係部局、国、市町村、観光団体・事業者と連携した各種

MICE 施策の実施に関すること

MICE 推進課
施設整備班長

帰宅支援 １　帰宅困難者の避難場所等の確保に関すること
２　帰宅困難者の県外・国外への輸送のための待機場所等の確

保に関すること
３　各課の所掌する事務の技術的なサポートに関すること

観光事業者等
支援課長

事業継続支援
班長

復興推進 １　観光関連事業者の事業継続支援の企画・実施に関すること
２　観光関連事業者の事業継続支援に関すること。
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第１号様式（第８条関係） 

第         号 

令和  年  月 日 

 

 観光危機管理警戒本部長 殿 

 

                                               担当課長名 

 

 

観光危機状況等報告書 

 

沖縄県観光危機管理警戒本部設置要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 被 害 発 生 
自    月   日  時   分 
至    月   日  時   分 

２ 被 害 原 因  
 
 
 

３ 被 害 場 所  
 
 
 

４ 被 害 程 度 
（被害状況、被害金額等） 

 
 
 
 

５ 被害に対する措置の概要  
 
 

６ 今後の対応  
 
 

７ その他  
 

備考 この様式によることができないときは、これに準じて作成すること。 

  


